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第2由衛生工学シンポジウム
1994.11北海道大学学都交流会館

1-4 
地震による水道施設災害について

一一割11路沖及び北海道南西沖地震を例として一一

小笠原紘一〈北海道衛生施設課〉

l はじめに

1993年の北滞道は近海で M7.8の大規模な地震が約半年の間隔でこ度にわたって発生し、

人的犠牲をはじめ建物、道路、港湾、農地など様々な分野に大きな被害をもたらした。 i

月 15日発生の割11路沖地震(20時 06分、最大震度 6、震源は釧路の南で北緯 42度目

分、最大震度 5、東経 144度 22分、深さ 103伽〉と7丹12日の北樺道南西沖地震(22時

17分、震源は奥尻島の北で北緯 42度 47分、東経 139度 12分、深さ 34Km)である。

水道施設も大きな被害を被り、広い地域で断水が発生した。前者は北海道における厳寒期

の発生であり、後者は大きな津波の来襲を・伴ったという特徴があり、このことが応怠給水

や復旧にも異なる影響を及ぼしている。ここでは水道の被害の状況とともに、水道の復旧

時の経験に基づいて、応急復!日時における外部からの支援のあり方や水道システムの考え

方について、その問題点を明らかにするとともに解決の方向性を示したい。
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門川町
D

関-2は津波の到達高さを示したものである。

図-2 北海道衛西沖地震の津波JIJi釜高さ (m)
(北海道管区気象台による)

3 水道被害

(1)被害の概要

両地震による水道被害は、調11

路沖の方が広範閣に被害をもた

らしたことから、南西沖に比べ

て被災した水道数や断水戸数が

多くなっている〈図-3)。給水戸

数に対する断水率はそれぞれ

6.7 %、 8.5%であるが、市部を

除くと南西沖のほうがはるかに

高い断水率となっている。これ

は市部を除く水道の平均規模を

給水戸数で比較すると、調11路沖

第
4O 

E a . 
% m 

10 

自

70 
62・

60 寸*・・・・

~ WI~g)中間南部中

図-3 ~II路沖と南西沖地震の被穫の比較 (1993)
(布町村・水道iま箆所数、偲数i玄x1.000) 

が一水道当り約2，500戸、高西沖が約 1，200戸と半分である ζ とが一つの要因であろうと
考えられる。つまり、一般記水道規模が大きくなると、配水管網の形状が樹脂状から網目

状になり、配水管事故に対するバックアップ機能が向上することと配水管の耐震化が進む
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経過日数(8)
図裂!路沖悶南部中

傾向にあるためである。さらに今回の場合、平培地が多い道東と山塊が海岸に迫る道南で

家屋が海岸にそって-7IJ~こ配置されている地域での配水管の布設が一条にならざるを得な

い地形状の要国も加わったことも考えられる。

また、南西沖は鎖|路沖lこ比べて道路、農地、堤防などいたるところで地割れや地盤の伸

縮、液状化現象が発生し、この影響で水道一施設当りの配水管の被災箆所数も 9.2箇所と

~II路沖の 5.7 箆所の1. 6 倍と多くなっており、断水をほぼ解消するまでに比較的時間を

要している。しかしながら、最

終的な解消は地盤凍結の影響を

受けた釧路沖でより多くの時間

を費やしている。

図4 は災害発生日以降の各市

町村の断水戸数の和の最大を100

として、各自毎の断水の解消状

況を示したものである。
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(2)応急給水

IZ急給水は他の災害と開様、
自衛隊の芯援を得ながら各水道

の給水車、他市町村の応援の給

水車さらには横浜市などから送

られた災害用の水の缶詰、全国から送られたミネラル水などによっておこなわれた。特に

被害の大きかった奥尻町では離島であることもあり

自衛隊が初期の給水に果たした役割は非常に大きい。この応急給水用の水源は奥尻町の市

街から少し離れていたために給水区域からはずれ、地下水を利用していた道立高校の井戸

が専ら使舟された。島はいたるところで態崩れなどで道路が遮断されており、河川水も十

分にしようできない中にあって、改めて井戸の重要性が証明された。また、避難所での水

洗トイレの水は断水で極端に不足し、一時は劣悪な衛生状態になったが、災害発生 3日後

に日赤の救護班がこの状況を見つけ、ビニールシ}ト張りの応急の水槽を設け、消防車で

近くの河jけから揚水して事なき

を得た例もあった。このことは

普設から災害対策としていつで

も嘗われている手段であるが、

混乱の中で現地の役場職員など

がここまで気が付かない可能性

は今後も十分に考えられる。

一方、応急給水量は生命維持

水震を最小にどの程度にするか

最も議論になるが、今回のケー

スを図-5 {ζ示す。この中には牛

への給水など試合めていない。

創11路沖と南西沖地震の断水解消状況5喜一 4
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(3)応急復旧

断水解消は被災者の不安解消のために最も重要なことである。そのために関係者は夜を

徹して復旧にあたる。従って、工事が終了した地区から給水を始め、断水を解消していく

方法が取られる。しかし、漏水箇所の発見は遜水しながら漏水させて行うのが最も一般的

であり、このため断水が解消されるにともなって漏水調査用の水が不足し、次第に復旧速

度が低下する。漏水調査用の水が甑水池に貯まるまで、断水、給水を繰り返すことになる

4 応急僅!日記おける課題

(1)外部からの支援の鴎難性

災害発生と同時に技術者などの人的支援、水道機材などの物質的支援などの申し入れが

ある。しかしながら、実際に支援が可能だったものは、塩ゼ管や仮設住宅への配水ポンプ、

給水車から水を受けるためのポリタンクやとニ}ル袋などであり、人的なものや携帯用の

造水機などは残念ながら使えなかった。災害のマニュアルに必ず響かれているこれらに事

項が働かなかったのは次の理由によるものと考えられ、新たな視点からのマニュアル作り

必要である。

(7)受け入れ側の事情

特に小規模水道では水道担当の職員数が数人と少なしこのことが支援受け入れ盟難の

大きな理由になっている。他の市町村から支援部隊が入った場合、次のような困難が停う。

-土地感のない支援部隊に現地案内する人的余絡がない

・広範囲広展開する支援部隊に作業計画の指示や情報の収集、伝達など復旧作業の進捗

!管理が関難である

・支援部隊に対する宿舎、給食などの生活面の確保が極めて困難

これらの事に職員を割いたとすれば、そのまま復旧の遅れにつながり、マイナスとして

働く結果になる。災害の中心地域では都市機能が託ぽ完全にマヒしており、少なくても自

ら生活手段を持たない支援は避けるべきであろう。

〈イ〉支援側の事情

通信手段が途絶状態になることが多く、情報不足から必要的確な支援内容が決められな

い。今回の場合も、被災した全ての水道と篇接連絡が取れるまでに 3日を嬰している。

〈ウ〉両者の事情

災害時の支援に要する費用の取り決めが明確でなく、資材などの手配が円滑に行えない

場合がある。特に、支援申し込みの際に、混乱の中で思惑の違いが後で問題になることが

ある。このことは、後方支援の国難性を増大させる大きな要因となる。

以上の事を踏まえ、基本的な事項について市町村の水道関だけではなく、都道府県や水

。。ヴ'
q
A
 



道関係団体も合めた取り決めが必要であろう。また、災害時の最も基本となる部分につい

ては一冊の本ではなく、一枚の紙に記載し誰でもがすぐlこ分かるような形にすることが必

要である。

(2)水道システムのあり方

現行の水道システムは災害から施設被害を防ぎ、最悪の事態を想定し水瓶に飲料水を確

保するといった抵抗や復旧まで耐えるといった観点で設計されている。しかし、水道施設

が被災したときに施設自らが復旧に努力できるようには設計されていない。水道規模の違

いや布設条件にもよろうが、我閣の大部分を占める中小の水道にとって災害の復旧対策か

ら当面次の事が重要である。

。迅速な復i自のために配水池に漏水調査の役割を付加すること

・漏水調資用の水量節約と復旧作業効率向上のため、仕切弁の設置間備の見誼し

5 おわりに

最後になったが今回の災害に全国から寄せられた支援に感謝するとともに、我々が経験し

たことが今後の水道災害の対策を考えるうえでお役に立てれば幸いである。特に大規模な

水道が中心になりがちな対策に、中小規模水道と大規模水道との役割などについて、今後

大い記議論されることを期待したい。
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